
 

 第 15 次第１回横浜市消費生活審議会 

議事次第 

 
令和７年３月 28 日（金) 午後１時 30 分から午後３時 30 分 

横浜市役所 18 階共用会議室 みなと５ 

 

１  開  会 

 

２ 議  題 

(1) 会長・副会長の選出について 

(2) 第 15 次横浜市消費生活審議会の運営について 

(3) 横浜市の消費者行政の概要について 

(4) 令和６年度消費者被害救済部会 付託案件検討状況について 

(5) その他 

 

３ 閉  会 

 

【資料】 

資料１   第 15 次横浜市消費生活審議会 委員名簿 

資料２－１ 第 15 次横浜市消費生活審議会 構成（案） 

資料２－２ 審議会・部会の概要 

資料２－３ 第 15 次横浜市消費生活審議会委員 所属部会（案） 

資料２－４ 第 15 次横浜市消費生活審議会スケジュール（案） 

資料２－５ 第 15 次横浜市消費生活審議会の審議テーマについて 

資料３   令和７年度経済局予算概要(消費経済課抜粋) 

資料４   令和６年度 消費者被害救済部会 付託案件検討状況について 





第15次横浜市消費生活審議会 構成（案） 

 

【構成】第15次審議会：10名（学識経験者５名、消費者３名、事業者２名） 

【役割】（横浜市消費生活条例より抜粋） 

第 7 条 市長の諮問に応じ、消費生活に関する重要な事項を調査審議し、消費

者被害の救済に関するあっせん及び調停を行い、並びに消費者の消費生活に

係る訴訟の援助に関する事項を調査審議するため、市長の附属機関として、横

浜市消費生活審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、消費生活に関する重要な事項について、市長に意見を述べること

ができる。 

第15次 横浜市消費生活審議会 

第15次審議会の審議テーマ、横浜市消費者教育推進計画等について

審議を行います。

＜開催頻度＞

会期中全５回程度の開催を予定しています。

消費者被害救済部会

市長の付託により紛争のあっせん・調停を行います。

＜開催頻度＞

付託案件の発生により随時開催。

付託案件がなければ、年１回の開催を予定しています。

資 料 ２－１ 

【部会】（横浜市消費生活条例施行規則より抜粋） 

第３条 審議会に、消費者被害の救済に関するあっせん及び調停を行い、及び消

費生活に係る訴訟の援助に関する事項を調査審議するため、消費者被害救済

部会を置く。 

2 審議会は、必要があると認めるときは、前項に規定する部会以外の部会を置

くことができる。 

3 部会は、委員 10 人以内をもって組織する。 



審議会・部会の概要 

消費生活審議会（本会）概要 

設置目的
・消費生活に関する重要な事項の調査審議を行う。

・消費生活に関する重要な事項について市長に意見を述べる。

開催予定

①第15次テーマについての審議

②横浜市消費者教育推進計画※についての審議

③消費者被害救済部会の進捗報告

④14次意見書に基づく取組の報告

等を行います。

※本市が推進する消費者教育事業を取りまとめた単年度計画を毎年策定。

計画の進捗、実施について、審議会において、実績等の振返りや新たな計画の策

定に向けての御意見等をいただく。 

開催頻度：会期中 計５回程度 

（開催回数は、審議状況等によって変更する場合があります。）

消費者被害救済部会 概要 

設置目的

消費者から申出のあった消費生活上の被害に対し、消費生活総合センター

において、被害救済のための必要な助言その他の措置をとったにもかかわら

ず、解決することが困難であった紛争について、あっせん及び調停等を行う。 

消費者被害 

救済部会への

付託の流れ 

１ 相談の受付（助言・他機関紹介、情報提供等の実施） 

２ 相談員によるあっせん 

３ 三者面談によるあっせん 

（必要に応じて実施。消費者・事業者・消費生活相談員の三者） 

４ 付託要件等の適合性の検討 

５ 選定会議での意見交換を踏まえた付託案件の決定 

開催予定
付託案件の発生により随時開催

付託案件がない場合には各年度１回の開催を予定しています。

資 料 ２－２ 



第15次横浜市消費生活審議会委員 所属部会（案） 

委員名 消費生活審議会 消費者被害救済部会 

天野委員 ○ 

小野委員 ○ ○ 

河合委員 ○ 

小坂委員 ○ 

清水委員 ○ 

城田委員 ○ ○ 

中島委員 ○ ○ 

花田委員 ○ ○ 

福島委員 ○ 

宮川委員 ○ 

資 料 ２－３ 





第 15 次横浜市消費生活審議会の審議テーマについて 

テーマ（案）：「横浜市消費者教育推進の方向性」の見直しについて

１ テーマ選定の背景 

  本市では、平成 27 年９月に策定した「横浜市消費者教育推進の方向性（以下「方向性」）」において

示された基本的な考え方をもとに、毎年度「横浜市消費者教育推進計画」を策定し、消費者教育を総合

的に推進しています。 

この「方向性」について、策定から約 10 年が経過しており、消費者を取り巻く状況等も大きく変化

していることから、内容の見直しについて、ご審議いただきたいと考えております。 

２ 審議の方向性 

 「方向性」策定以降の本市における取組状況や、国の動向、その他消費者を取り巻く環境の変化等を

踏まえて、見直すべき内容についてご意見をいただき、「方向性」を本市の消費者教育における、今後

の中長期的な考え方としてとりまとめます。 

３ 見直しに関する主な要素 

（1）成年年齢引き下げ

令和４年４月１日に「民法の一部を改正する法律」が施行され、成年年齢が１８歳に引き下げられた

ことで、若年層への消費者教育がより重要となっています。 

（2）消費生活推進員制度の変化

令和７年度には 10 区での不実施が見込まれ、地域での消費者教育の在り方が変化しています。

（3）デジタル社会の進展

第 14 次審議会意見書のとおり、デジタル社会の進展に伴い消費者被害は多様化・複雑化しているこ

とから、今後はこれに対応した消費者教育が一層求められています。 

（4）悪質商法等の増加

近年、悪質な事業者による点検商法の相談が高齢者を中心に増加しているなど、依然として発生する

悪質商法の防止には、福祉部門等の関係機関との連携が不可欠となっています。 

４ 審議の進め方（イメージ） 

【参考】「方向性」における５つの柱 ※別紙１「方向性（概要版）」抜粋 

方向性１ 効果的な情報発信の強化 

方向性２ 横浜市消費生活推進員等による地域での啓発の活性化 

方向性３ 高齢者等を消費者被害から守るための消費者教育の推進 

方向性４ 生活領域や年代に応じた消費者市民の育成を目指した教育の推進 

方向性５ 担い手の育成、協働の推進、関連分野との連携 

資 料 ２－５

 

テーマ審議①

・見直しポイント

抽出・確認

 

テーマ審議②

・見直し(案)確認

・その他意見交換

テーマ審議③

前回意見

反映確認

テーマ審議④

 意見書（案） 

確認 
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令和６年度 消費者被害救済部会 付託案件検討状況について 

１ 検討案件について 

（1）概要

訪問販売事業者による、太陽光発電機および給湯器の設置契約トラブル

（2）相談内容

訪問販売事業者との間で、太陽光発電機と給湯器で計500万円の設置契約をし、頭金とし

て200万円を現金で支払い、残りの300万円はローンを予定していた。 

契約後に、工事業者による現地調査が実施されたところ「構造上、給湯器の設置ができな

い」と伝えられため、後日、給湯器を除いて再契約を行うことになった。 

しかしながら、その後の再契約が行われないまま突如、工事業者が再度来訪したため、契

約前であることを伝えて工事を断った。 

その後、早急に契約書を交付するよう事業者に依頼したものの書面が届かず、不審に思っ

たため解約を申し出た。 

すると事業者から「担当者は退職した。解約しても200万円は返金しない。」との主張を

受けた。 

（3）センターでのあっせんにおける双方の主張

＜消費者の主張＞ 

契約の解除と頭金200万円の返金希望 ※書面不交付でクーリングオフの通知済み 

＜事業者の主張＞ 

既に給湯器を102万円で仕入れているので、返金は差額の98万円のみ応じる。 

２ 付託要件の適否 

本件については、委員のご助言も踏まえて総合的に検討を行った結果、以下の点などから付

託要件に適合するものと判断し、付託に向けた調整を開始しました。 

・有効な契約書面が交付されていないのにも関わらず、クーリングオフに応じない事業者を看

過することは、他の事案にも影響を及ぼす点 

・民法上の観点からも、設置ができない給湯器の代金を事業者が取得することは不当である点

・一消費者にとって大きな支払金額である一方、費用面から訴訟の提起が事実上困難である点

 

資 料 ４

【参考】付託の要件 

①横浜市消費生活総合センターにおいて助言その他の措置をとったにもかかわらず、

解決することが困難な紛争であること。

②市民の消費生活に著しく影響を及ぼし、又及ぼすおそれのある紛争であること。

③当該案件について紛争当事者から訴訟が提起されていないこと。

※消費者被害救済部会付託案件の選定及び会議の実施に関する要領 引用



３ 対応経過 

  

 

 時期 担当 内容 

① 10月下旬～ センター 
消費者から初回相談、返金に向けて交渉 

➡ 事業者より98万円返金の意向 

② 11月下旬 センター 
消費経済課へ事前の情報提供 

※以降も平行してあっせん対応は継続 

③ 11月末 消費経済課 
付託要件への適否判断・天野委員・城田委員への意見照会 

➡付託に向けた調整開始 

④ 12月初旬～ センター 
消費者への意向確認（付託の希望有無） 

➡全額返金とならない限り部会への付託希望 

⑤ 12月中旬 
センター・

消費経済課 

事業者に対して、部会への付託が検討されており、今後消費経済課

から連絡が入る旨伝達 

➡対応を再検討するため、年始まで回答を保留させて欲しい旨 

事業者より返答あり 

⑥ １月初旬 センター 

事業者から連絡あり 

➡全額返金に応じたい旨、返答あり 

 なお消費者と調整の結果、分割返金で合意 

⑦ １月中旬～ センター 
消費者と事業者間の合意書の取り交わしあっせん 

➡返金の継続的な履行を確認後、対応終了 




